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２０22年
鶴留社会保険労務士事務所だより 

◆４月から中小企業もパワハラ防止措置が

義務化に 
2020 年６月１日にパワハラ防止法（改正

労働施策総合推進法）が施行されました。中
小企業については、2022 年３月 31 日まで
はパワハラ防止措置は努力義務とされ、猶予
期間が設けられていたところ、いよいよ
2022 年４月１日から義務化されます。 
未対応という会社は、すぐにでも確認をし

ていきましょう。 
 

運転前後のアルコールチェックが義務化されます 
 

 

一定台数以上の自動車を使用する事業所で選任する安全運転管理者には、運転前に、運転者が飲酒により
正常な運転をすることができないおそれがあるかどうかを確認することが義務付けられています。しかし、
運転後に酒気帯びの有無を確認することやその確認内容を記録することは義務付けられていませんでした。 
今年６月に千葉県八街市で発生した交通死亡事故を受け、安全運転管理者の行うべき業務として、運転前

後におけるアルコール検知器を用いた酒気帯びの有無の確認等が義務化されました。その内容は、令和４年
４月１日施行と令和４年 10 月１日施行の２通りあります。 
 
◆令和４年４月１日施行の義務 
① 運転前後の運転者に対し、当該運転者の状態を目視等で確認することにより、運転者の酒気帯びの有無
を確認すること。 

② 酒気帯びの有無について記録し、記録を１年間保存すること。 
「目視等で確認」とは、運転者の顔色、呼気の臭い、応答の声の調子等で確認することをいいます。運転

者の酒気帯び確認の方法は対面が原則ですが、直行直帰の場合など対面での確認が困難な場合にはこれに
準ずる適宜の方法で実施すればよいとされています。 
 
◆令和４年 10 月１日施行の義務 
① 運転者の酒気帯びの有無の確認をアルコール検知器を用いて行うこと。 
② アルコール検知器を常時有効に保持すること。 
アルコール検知器については、酒気帯びの有無を音、色、数値等により確認できるものであれば足り、特

段の性能上の要件は問わないものとされています。また、アルコール検知器は、アルコールを検知して、原
動機が始動できないようにする機能を有するものが含まれます。 
【警察庁「安全運転管理者の業務の拡充についてポスター及びリーフレットを掲載しました。」】 
https://www.npa.go.jp/bureau/traffic/insyu/img/ankanleaflet.pdf 

◆効果的な取組みの例 
本調査によれば、ハラスメント防止・対応の課題について、特に当てはまる上位３つとして、「コミュニケーシ

ョン不足」（63.8％）、「世代間ギャップ、価値観の違い」（55.8％）、「ハラスメントへの理解不足（管理職）」
（45.3％）が挙げられています。これらへの効果的な取組み事例としては、ハラスメントに関する研修の実施、ｅ
ラーニング実施、事案等の共有、コミュニケーションの活性化のための１on１ミーティングの実施、社内イベント
の実施などが挙げられています。ぜひ参考にしてみてください。 
【日本経済団体連合会「職場のハラスメント防止に関するアンケート結果」】 

https://www.keidanren.or.jp/policy/2021/114.pdf 

◆パワハラ相談件数増加の企業が最多 
一般社団法人日本経済団体連合会（経団連）が実施した「職

場のハラスメント防止に関するアンケート結果」（調査期間
2021 年９月７日～10 月 15 日、会員企業 400 社から回答）
によれば、５年前と比較した相談件数として、パワーハラスメ
ントに関する相談件数は、「増えた」が 44.0％と最も多くなっ
ています。増加の理由として、「法施行に伴う社会の関心の高
まり、相談窓口の周知の強化」などが挙げられています。 
すでに施行済みである大企業の会員が多い経団連ですが、今

後中小企業でも同様のことが予想されます。 
 

職場のハラスメント防止措置義務化への対応は進んでいますか？ 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆暴力団への対応 
暴力団（かもしれない）から脅しなどを受けた場合、どうすればよいでしょうか。警察庁のホ

ームページ（※１）では、暴力団への対応として、来訪者の氏名、所属団体、連絡先等の身分を
確認する。複数で応対し、来訪理由・用件を具体的に確認する。また、言動には注意し、その場
限り、一時しのぎ的な返答はしない、不当な要求は明確に断る、暴力団員から「一筆書けば許し
てやる。」などと言われても、書類作成や署名押印は断固拒否することが重要としています。 
（※１） 
https://www.npa.go.jp/bureau/sosikihanzai/bouryokudan/bouryokusoudan.html 
 

新型コロナワクチンの追加接種（３回目接種）実施 
 
◆なぜ３回目が必要？ 
 新型コロナワクチンの追加接種（３回目接種）実施について、厚生労働省がお知らせしています。ワク
チンの予防効果は時間の経過に伴い徐々に低下していくことが示唆されています。このため、感染拡大防
止および重症化予防の観点から、初回（１回目・２回目）接種を完了したすべての方に対して、追加接種
の機会を提供することが望ましいとされています。 
 ３回目接種は、初回と同様、無料で受けられます。対象者は以下をすべて満たす方全員です。 
○２回目接種を完了した日から、原則８カ月以上経過した方 
○18 歳以上の方 
○日本国内での初回接種（１回目・２回目接種）または初回接種に相当する接種（海外や製薬メーカー
の治験等での２回接種）が完了している方 

 
◆追加接種までの流れ 
 接種を行う期間は、令和３年 12 月１日から令和４年９月 30 日までの予定です。２回目の接種完了か
ら原則８カ月以上後に接種できるよう、お住まいの市区町村から追加接種用の接種券等が送付されます。
初回（１回目・２回目）接種時と同様、実施している医療機関や会場を探し、予約をします。なお、初回
と同様に大学等での職域接種の実施も予定されています。 
 
◆ワクチン接種は高い効果があるが、強制ではない 
 新型コロナワクチン接種を受けることは強制ではありません。感染症予防の効果と副反応のリスクの双
方について理解したうえで、自らの意志で接種を受けるものです。ですから、職場や周りの方などに接種
を強制したり、接種を受けていない人に差別的な扱いをしたりしてはいけません。厚生労働省では、ワク
チン接種に関する情報提供ページを用意し、相談窓口も設置しています。不適切な取扱いのないよう、あ
らためて社内でルールを確認しておきましょう。 
【厚生労働省「追加接種（３回目接種）についてのお知らせ」】 
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/vaccine_booster.html 

 

◆早期通報・相談がカギ 
多くの人は、自分は暴力団等には関わりがない思いがちですが、いつ、どこで、何が発端で関わりができるか

わかりません。いち早く相談・通報することが、暴力団問題解決のカギとなるようです。相談・通報窓口として
は、各都道府県警察（110 番）、全国暴力追放運動推進センター、都道府県暴力追放運動推進センター、匿名
通報ダイヤル（※２）があります。 
（※２） 
https://www.tokumei24.jp/system/xb/tok.user.Index 
 

暴力団関係で相談したい…… 
 

 

◆相談事例 
都道府県によって異なることもあるかもしれませんが、警視庁のホームページ（※３）には、暴力関係での相

談事例が多数掲載されており、参考になります。例えば、「取引先が、反社会的勢力か確認したい」という相談
に対しては、契約相手が暴力団関係者かどうかなどの情報を、個々の事案に応じて可能な限り提供してくれるよ
うです。 
（※３）https://www.keishicho.metro.tokyo.lg.jp/faq/anzennakurasi/bouryokudann.html 



 

 

◆来年度の賃上げ税制の効果に期待 
政府与党は、来年度の税制改正大綱に、賃上げした企業への優遇措置として法人税の控除

率の引上げを明記しました。 
帝国データバンクが 11 月に行った「2022 年度の賃上げに関する企業の意識アンケー

ト」（有効回答企業数 1,651 社）の結果によると、「税制優遇幅に関わらず賃上げを行う」
と回答した企業は 48.6％でした。また、税制優遇が大きければ 79.4％の企業が賃上げに前
向きという回答でした。企業は来年度、賃上げの実施を考えていることがうかがえます。 
【厚生労働省「令和３年賃金引上げ等の実態に関する調査」】 
https://www.mhlw.go.jp/toukei/itiran/roudou/chingin/jittai/21/index.html 
【帝国データバンク「2022 年度の賃上げに関する企業の意識アンケート」】 
https://www.tdb.co.jp/report/watching/press/p211103.html 

 

◆令和３年中の賃金改定状況 
厚生労働省から、令和３年「賃金引上げ等の実態に関する調査」（有効回答企業数 1,934 社）の結果が公表さ

れました。 
令和３年中における賃金改定の実施状況（予定を含む）の調査結果は、「所定内賃金の１人当たりの平均額（以

下「１人平均賃金」という）を引き上げた・引き上げる」と回答した企業の割合は 80.7％（前年比 0.8 ポイント
減）、「１人平均賃金を引き下げた・引き下げる」は 1.0％（同 1.1 ポイント減）、「賃金の改定を実施しない」
は 10.1％（同 0.6 ポイント増）となっています。 また、１人平均賃金の改定額は、4,694 円（同 246 円減）、
改定率は 1.6％（同 0.1 ポイント減）となっています。 
産業別では、「１人平均賃金を引き上げた・引き上げる」と回答した企業は「学術研究、専門・技術サービス業」

が 93.7％（同 6.7 ポイント増）、「賃金の改定を実施しない」との回答は「宿泊業、飲食サービス業」が 21.5％
（同２ポイント増）と最も多く、新型コロナウイルスの感染拡大による影響が大きく表れています。 

 

令和３年の賃上げの実施状況と来年度の動向 
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ら 
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1 月の税務と労務の手続［提出先・納付先］ 

 

11 日 

○ 源泉徴収税額（※）・住民税特別徴収税額の納付［郵便局または銀行］ 

※ただし、６ヶ月ごとの納付の特例を受けている場合には、令和３年 7 月から 12 月までの 

 徴収分を 1 月 20 日までに納付 

○ 雇用保険被保険者資格取得届の提出＜前月以降に採用した労働者がいる場合＞［公共職業安定所］ 

 

31 日 

○ 法定調書＜源泉徴収票・報酬等支払調書・同合計表＞の提出［税務署］ 

○ 給与支払報告書の提出＜１月１日現在のもの＞［市区町村］ 

○ 固定資産税の償却資産に関する申告［市区町村］ 

○ 個人の道府県民税・市町村民税の納付＜第４期分＞［郵便局または銀行］ 

○ 労働者死傷病報告の提出＜休業４日未満、10 月～12 月分＞［労働基準監督署］ 

○ 健保・厚年保険料の納付［郵便局または銀行］ 

○ 健康保険印紙受払等報告書の提出［年金事務所］ 

○ 労働保険料納付＜延納第 3 期分＞ 

○ 労働保険印紙保険料納付・納付計器使用状況報告書の提出［公共職業安定所］ 

○ 外国人雇用状況の届出（雇用保険の被保険者でない場合）＜雇入れ・離職の翌月末日＞［公共職業安定所］ 

○ 固定資産税に係る住宅用地の申告［市区町村］ 

 

本年最初の給料の支払を受ける日の前日まで 

○ 給与所得者の扶養控除等（異動）申告書の提出［給与の支払者（所轄税務署）］ 

本年分所得税源泉徴収簿の書換え［給与の支払者］ 
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